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 2022 年 2 月 25 日 

株式会社ノバック 

代表取締役社長 立花 充  

 問合せ先： 取締役管理本部長 大谷 敏博 

TEL：079-288-3601 

 
当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

 当社は、株主を始めとするステークホルダーに対して社会的責任を果たし信頼を得ること、また持続

的な成長及び企業価値の向上を図る観点から、コンプライアンスの遵守体制、意思決定・業務執行体制、

及び適正な監督・監視体制を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化及び充実に努めております。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

【補充原則１－２④ 議決権の電子行使のための環境整備】 

現時点において当社の株主に機関投資家や海外投資家が存在しないことから、議決権電子行使プラッ

トフォームの利用や招集通知の英訳は行っておりませんが、今後株主構成の変化に応じて実施を検討し

てまいります。 

 

【補充原則２－４① 中核人材の登用等における多様性の確保】 

当社は、様々な価値観の存在は会社の持続的な成長を確保する上での強みになることを十分に認識し

ており、国籍、性別、中途採用等に関わらず、様々な価値観や考えを有した多様な人材が活躍できる企

業を目指しております。当該方針に基づき、多様な人材が活躍できる現場環境づくりを推進いたします

が、現時点では測定可能な目標を定めておりません。 

 

【補充原則３－１② 海外投資家等の比率を踏まえた英語での情報開示・提供の推進】 

現時点において当社の株主における海外投資家が存在しないことから、英語での情報開示・提供を実

施しておりませんが、今後株主構成の変化に応じて英語での情報開示・提供の実施を検討してまいりま

す。 

 

【原則４－11 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】 

当社の取締役会・監査役会は、役割、責務を実効的に果たすための多様性と適正規模を両立した形で

構成されていると認識しておりますが、ジェンダーや国際性の面での多様性確保については今後検討し

てまいります。 
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【補充原則４－11③ 取締役会全体の実効性についての分析・評価の概要】 

当社の取締役会は、社外監査役３名を含む監査役４名が出席のもと、十分な意見交換を実施し、取締

役会全体の実効性を担保するよう努めております。今後、取締役会の実効性に関する分析・評価の実施

及びその結果の開示については、検討してまいります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

【原則１－４ 政策保有株式】 

（上場株式の政策保有に関する方針） 

当社は、事業推進に不可欠であり中長期的な企業価値の向上に資すると認められる場合を除いて、原

則として新規取得は行わない方針であります。既に保有している株式については、保有の合理性につい

て定期的に検証を行い、毎年取締役会で確認を行うこととしております。保有意義の薄れた株式につい

ては、売却に伴う影響等を勘案したうえで、段階的に縮減を進める方針であります。 

（個別の政策保有株式の保有の適否についての検証内容） 

当社は、個別銘柄ごとに、保有することが良好な取引関係の維持に寄与しているか等の事業推進上の

観点と、配当利回り等の株式保有による収益状況の観点を総合的に勘案し、保有の合理性を検証してお

ります。2021 年４月期につきましては、2021 年４月 14 日開催の取締役会において、保有する取引先

株式２銘柄、金融機関株式２銘柄について検証を行い、取引先１銘柄の売却を決定いたしました。 

（政策保有株式に係る議決権行使基準） 

当社は、政策保有株式の議決権行使にあたって、保有先企業の提案を無条件に賛成することはせず、

取引関係の維持・強化を通じて、当社の企業価値向上に資すると認められるかどうかの観点から、議決

権行使を行うこととしております。 

 

【原則１－７ 関連当事者間の取引】 

当社は、関連当事者取引間の取引を行う場合には、取引の必要、取引条件の妥当性の観点から取引の

適正性を検証し、事前に取締役会の承認を要することとしております。また、全ての役員に対して年に

1 回（５月）、関連当事者間の取引の有無について取引調査を実施しており、関連当事者間の取引につ

いて管理する体制を構築しております。 

 

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】 

当社は、現在企業年金制度は導入しておりません。 

 

【原則３－１ 情報開示の充実】 

(i) 経営理念や経営戦略は、当社のホームページや、決算説明資料等にて開示しております。 

(ii) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、本報告書「Ⅰ.1.基本

的な考え方に記載のとおりであります。 

(iii) 取締役の報酬の報酬は、固定報酬及び業績連動報酬並びに役員退職慰労金で構成し、株主総会に
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て決議された報酬限度額の範囲内で決定しております。ただし、社外取締役の報酬は固定報酬の

みとしております。取締役の個人別の報酬額の決定にあたっては、委員の過半数を社外役員で構

成する指名・報酬諮問委員会が原案を審議し、その結果を取締役会に報告しております。取締役

会は、指名・報酬諮問委員会が決定した原案を尊重することを条件として、取締役の個人別の報

酬額の最終的な決定を代表取締役社長に委任することとしております。 

(iv) 執行役員の選解任と取締役候補の指名について、委員の過半数を社外役員で構成する指名・報酬

諮問委員会の審議を経て、取締役会において決定しております。監査役候補の指名について、株

主総会への提出議案に対する同意は監査役会の決議によっております。 

(v) 社外役員の選任理由については、株主総会招集通知及び有価証券報告書に記載しております。な

お、解任に関する事項は現状ありません。 

 

【補充原則３－１③ サステナビリティについての取組み等に関する開示】 

当社は、入札時の技術提案等により当社独自の環境対策を実施し、事業活動を通して環境負荷の低減

に取り組んでおります。地域社会との共存を目指す企業として、継続して環境へ配慮した取り組みを行

ってまいります。 

 

【補充原則４－１① 経営陣に対する委任の範囲】 

当社の取締役会は、会社法で規定された事項に加え、経営の基本方針や中期経営計画及び年度予算等

の重要な業務に関する事項等を審議し、決定しております。また、当社は、決議事項の重要性の度合い

に応じて詳細かつ具体的な付議、報告基準を定め、代表取締役社長、本部長、部店長当への委任の範囲

を明確にしております。 

 

【補充原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】 

当社は、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を参考とし、一般株主との利益相反が生じるお

それのない、独立性の高い社外取締役及び社外監査役を選任しております。 

 

【補充原則４－10① 任意の独立した諮問委員会の設置】 

当社は、執行役員・取締役の指名・報酬などに係る取締役会の機能の独立性、客観性及び説明責任を

強化することを目的として、取締役会の下に任意の諮問機関として指名・報酬諮問委員会を設置してお

ります。委員は、取締役４名（うち２名が社外取締役）と社外監査役３名であり、過半数を社外役員が

構成しております。社外監査役を委員長とし、指名や報酬などの重要な事項に関して審議され、適切な

関与を得ております。 

 

【補充原則４－11① 取締役会全体のバランス、多様性】 

取締役は、定款において 10 名以内と定めており、現在、取締役会は、社内取締役６名、社外取締役

２名で構成されております。社内取締役は、代表取締役社長、営業本部長、工務本部長、管理本部長、
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本店長、副本店長と最低限の職責メンバーで構成し、社外取締役は、金融機関及び上場会社での役員経

験を有する者１名と、公認会計士として監査法人での代表を務めた者１名となっております。また、当

社の取締役会は監査役が出席しなければならないこととしており、常勤監査役１名と、社外監査役３名

が出席しております。社外監査役は、大蔵省（現財務省）での経験と財務に精通した者１名と、弁護士

として企業法務等に精通した者２名となっております。役員の構成については、健全で持続可能な成長

を図れるようバランスに配慮しております。取締役の選任に関する方針・手続については、原則３－１

(iv)に記載のとおりであります。 

 

【補充原則４－11② 役員の兼任状況】 

社外取締役及び社外監査役をはじめ、取締役及び監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必

要となる時間・労力を取締役及び監査役の業務に振り向け、兼職については合理的範囲に留めておりま

す。なお、現状、他の上場会社の役員の兼務はありません。 

 

【補充原則４－14② 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】 

 社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役に対して、経営陣幹部より、会社の事業・財務・組織

に関する説明や業界動向の情報提供等を行っております。また、当社は法律や会計・税務等の専門知識

を有する社外役員が在任しており、取締役会等において当該役員により、適宜、法令や関連知識の教示

を行っております。なお、要請があったときには、外部セミナー等への出席に要する費用等の支援に対

応する方針であります。 

 

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】 

株主・投資家等のステークホルダーに対して、投資判断に必要な企業情報などを適時、公平に継続し

て提供を行うことで、経営の公正と透明性を維持し、株主・投資家との間に良好な関係を築き、全ての

ステークホルダーはもとより、社会とのコミュニケーションを積極的に行い、社会の期待やニーズ・価

値観・意見を取り入れ企業活動に活かしてまいります。 

当社のＩＲ活動は、代表取締役社長を最高責任者として、経営企画部が中心となり、証券アナリスト

や機関投資家の方からの問い合わせなど、その業務を企画・管理・推進してまいります。 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10%未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

ノバック従業員持株会 1,194,500 25.98 

立花  充 337,000 7.33 

石田 久男 333,100 7.24 
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大谷 敏博 231,097 5.03 

山本 博和 195,500 4.25 

牧野  久 185,500 4.03 

東山 正人 175,500 3.82 

大谷 敏彦 140,117 3.05 

大谷 博三 140,116 3.05 

齋木純一郎 115,500 2.51 

 

支配株主（親会社を除く）名 ― 

 

親会社名 なし 

親会社の上場取引所 ― 

 

補足説明 

― 

 

３．企業属性 

上場予定市場区分 東京 第二部 

決算期 ４月 

業種 建設業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人以上 500 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円以上 1000 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

― 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

― 

 

 



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

6 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 10 名 

定款上の取締役の任期 １年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 ８名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 ２名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 

２名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

松田博治 他の会社の出身者        △    

笹山淳 公認会計士            

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

松田博治 ☑ 当社のメインバンクの（株）三井

住友銀行に 2003 年まで勤務され

永年銀行業務に携わられ

金融関係の知識に長けて
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ておりました。 おられ、貴重な助言を頂戴

するため選任致しました。

また、同氏は株式会社東京

証券取引所が定める独立

性基準を満たしており、一

般株主と利益相反が生じ

るおそれはないと判断し、

独立役員に指定しており

ます。 

笹山淳 ☑ ― 永年監査法人に従事され、

会計監査に識見を持たれ、

貴重な助言が頂戴するた

め選任致しました。また、

同氏は株式会社東京証券

取引所が定める独立性基

準を満たしており、一般株

主と利益相反が生じるお

それはないと判断し、独立

役員に指定しております。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

あり 

 

 

任意の委員会の設置状況、委員構成及び委員長（議長）の属性 

指名委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬諮問委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

７名 ０名 ２名 ２名 ０名 ３名 社外監査役 

 

報酬委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬諮問委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

７名 ０名 ２名 ２名 ０名 ３名 社外監査役 
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補足説明 

・当社は指名・報酬諮問委員会を設置しており、指名委員会と報酬委員会双方の機能を担っております。 

・委員会設置の目的は、経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名、並びに経営陣幹部・取締役の報酬等

に係る取締役会の機能の独立性・客観性とその説明責任を強化することを目的として設置しておりま

す。 

・委員の選定は取締役会の決議により決定しております。 

・委員会は、委員長として宮島壯太社外監査役、委員として水田博敏社外監査役、林宏和社外監査役、

松田博治社外取締役、笹山淳社外取締役、立花充代表取締役社長、大谷敏博取締役の７名で構成してお

ります。 

 

 

・各委員の選定理由及び役割は下記の通りです。 

委員名 選定理由及び役割 

宮島委員 社外監査役として選定。大蔵省（現財務省）業務経験を生かした発言等をしていただく。 

水田委員 社外監査役として選定。弁護士業務経験を生かした発言等をしていただく。 

林委員 社外監査役として選定。弁護士業務経験を生かした発言等をしていただく。 

松田委員 独立社外取締役として選定。永年の銀行業務経験を生かした発言等をしていただく。 

笹山委員 独立社外取締役として選定。監査法人業務経験を生かした発言等をしていただく。 

立花委員 代表取締役社長として選定 

大谷委員 取締役管理本部長兼総務部長として選定 

・委員会の権限、役割、独立性については、指名・報酬諮問委員会規則に定めております。 

・委員会は４回/年開催しております。過去開催の委員会には全委員が出席しております。 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 ５名 

監査役の人数 ４名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

監査役会監査、監査部監査、会計監査人監査のそれぞれの実効性を高め、監査全般の質的向上と連携、

相互補完を図るため、監査の協力、情報提供・共有および定期的な三様監査を実施し、監査役、監査部

および会計監査人とは相互に連携を図っております。 
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社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 ３名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人

数 

２名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

宮島壯太 その他              

水田博敏 弁護士              

林宏和 弁護士              

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g 及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

宮島壯太 ☑ ― 大蔵省（現財務省）業務経

験を生かした貴重な助言

を頂戴するため選任致し

ました。また、同氏は株式

会社東京証券取引所が定

める独立性基準を満たし

ており、一般株主と利益相



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

10 

反が生じるおそれはない

と判断し、独立役員に指定

しております。 

水田博敏 ☑ ― 弁護士業務経験を生かし

た貴重な助言を頂戴する

ため選任致しました。ま

た、同氏は株式会社東京証

券取引所が定める独立性

基準を満たしており、一般

株主と利益相反が生じる

おそれはないと判断し、独

立役員に指定しておりま

す。 

林宏和  ― 弁護士業務経験を生かし

た貴重な助言を頂戴する

ため選任致しました。ま

た、同氏は株式会社東京証

券取引所が定める独立性

基準を満たしており、一般

株主と利益相反が生じる

おそれはないと判断して

おります。なお、同氏が所

属する森・濱田松本法律事

務所における独立役員の

届出に関する方針に従い、

同氏は独立役員としての

届出を行えないことから、

独立役員として指定して

おりません。 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 ４名 

その他独立役員に関する事項 

当社は、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満たす社外役員の全員を独立役員に指定する方

針であります。当社の社外役員は全員が独立性に関する判断基準を満たしており、当該方針に基づいて、

松田博治氏、笹山淳氏、宮島壯太氏及び水田博敏氏の 4 名は独立役員に指定しておりますが、林宏和
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氏については、同氏が所属する森・濱田松本法律事務所における独立役員の届出に関する方針に従い、

同氏は独立役員としての届出を行えないことから、独立役員として指定しておりません。 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

業績連動型報酬制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

業績連動報酬は、営業利益の実績に応じて一定の範囲で変動させた額として決定しております。業績連

動は報酬に係る指標として営業利益を選択した理由は、経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標を営業利益率としており、その関連性から適切な指標と判断したためであります。なお、社外

取締役の報酬は、業績連動報酬を設けておりません。 

 

ストックオプションの付与対象者 ― 

該当項目に関する補足説明 

― 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、個別報酬の開示はしておりません。 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

 取締役の報酬は、固定報酬及び業績連動報酬並びに役員退職慰労金で構成し、株主総会にて決議され

た報酬限度額の範囲内で決定しております。固定報酬は、前年度の報酬額をもとに職務内容や責任、役

位、在任年数、業績に応じて、他社水準や従業員給与の水準も考慮し、総合的に勘案して決定しており

ます。業績連動報酬は、営業利益の実績に応じて一定の範囲で変動させた額として決定しております。

業績連動報酬に係る指標として営業利益を選択した理由は、経営上の目標の達成状況を判断するための

客観的な指標を営業利益率としており、その関連性から適切な指標と判断したためであります。役員退

職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき、役位及び役位別在任期間等に応じて定まる金額として算定

しております。なお、社外取締役の報酬は、業績連動報酬及び役員退職慰労金を設けず固定報酬のみと

しております。 

 取締役の個人別の報酬額の決定にあたっては、委員の過半数を社外役員で構成する指名・報酬諮問委

員会が原案を審議し、その結果を取締役会に報告しております。取締役会は、指名・報酬諮問委員会が

決定した原案を尊重することを条件として、取締役の個人別の報酬額の最終的な決定を代表取締役社長

に委任することとしております。 
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【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

当社では総務部が、取締役会の開催に際して、資料の事前送付を行うと共に必要に応じて事前説明を行

っております。また、取締役会開催の年間スケジュールを作成し事前に配布しております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

a. 取締役会 

取締役会は、取締役８名（うち２名が社外取締役）で構成しており、毎月１回開催する定例の取締役

会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営全般及び業績の進捗状況の報告、経営の重要な意

思決定を行っております。 

さらに、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員で構成された経営会議を週次で開催し、業務執行に

関する個別課題を実務的な観点から検討しております。 

b. 監査役会 

監査役会は、常勤監査役１名と社外監査役３名で構成しており、毎月１回開催する定例の監査役会に

加え、必要に応じて臨時監査役会を開催し、監査の方針及び監査計画等の策定、監査状況の報告や監査

意見の形成等を行っております。また、取締役会その他重要な会議へ出席し、取締役の職務の執行を監

査しております。なお、補欠監査役１名を選任しております。 

c. 会計監査人 

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。 

d. コンプライアンス・リスク管理委員会 

 コンプライアンス・リスク管理委員会は、取締役会の直属にあり、取締役４名（うち２名が社外取締

役）と社外監査役２名及び監査部長で構成しております。代表取締役社長を委員長とし、会社の法令違

反状態がないこと、会社に存在するリスクの確認とその対策について確認、検討を行い、取締役会に報

告しております。 

e. 指名・報酬諮問委員会 

 指名・報酬諮問委員会は、取締役会の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性、客観性及び説明

責任を強化することを目的として、取締役会の下に任意の諮問機関として設置しております。委員は、

取締役４名（うち２名が社外取締役）と社外監査役３名であり、過半数を社外役員が構成しております。

社外監査役を委員長とし、取締役の指名、報酬等に関わる事項を審議し、取締役会に報告しております。 

f. 監査部 

監査部は、代表取締役社長直轄として２名を設置しております。必要に応じて社長から命ぜられた他

の部署の者が補助できることとしております。監査部は、取締役会の承認を受けた実施計画に基づいて

内部監査を実施し、その結果を社長、取締役会及び監査役会に報告しております。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、監査役会設置会社の機関設計のもと、社外取締役及び社外監査役の複数人招聘、コンプライア

ンス・リスク管理委員会及び指名・報酬諮問委員会の設置により、コーポレート・ガバナンスの実効性

を確保できるものと考えており、現状の体制を選択しております。 
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Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

株主の方々が議案の十分な検討期間を確保できる様、株主総会招集通知の早期開

示に努め、招集通知発送前に当社ホームページおよび東京証券取引所ウェブサイ

ト「東証上場会社情報サービス」に開示する予定であります。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

株主総会の開催日と場所は、当社は 4 月決算であることから、3 月決算の会社と

比較して集中しないという認識ではありますが、4 月を決算期とする他社の集中

日を極力避けるとともに、出席しやすい場所を確保する予定であります。 

電磁的方法による

議決権の行使 

機関投資家や海外投資家の株主構成等を踏まえて、より株主の利便性も考慮し、

必要に応じて検討してまいります。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

機関投資家や海外投資家の株主構成等を踏まえて、より株主の利便性も考慮し、

必要に応じて検討してまいります。 

招集通知(要約)の英

文での提供 

現時点において当社の株主における海外投資家が存在しないことから、英語での

情報開示・提供を実施しておりませんが、今後株主構成の変化に応じて英語での

情報開示・提供の実施を検討してまいります。 

その他 ― 

 

２．IRに関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

ディスクロージャーポリシーを作成し、当社のホームページ

上で公表する予定としております。 

なし 

個人投資家向けに

定期的説明会を開

催 

上場後は個人投資家向けに定期的説明会等を開催する予定

としております。 

あり 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

上場後は機関投資家向けに定期的説明会等を開催する予定

としております。 

あり 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

現時点では具体的な検討は行っておりませんが、上場後の株

主構成等を考慮しながら検討してまいります。 

なし 
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催 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 

当社ホームページ内に、IR 専用サイトを開設し、当社の情

報を速やかに発信できる体制を構築し、株主や投資家の皆様

に対してディスクロージャーを実施してまいります。 

なし 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

経営企画部が担当部署として行う予定です。 
 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、「コンプライアンス基本方針」「コンプライアンス管理規程」「重要情報

等開示規程」「内部情報管理およびインサイダー取引防止規程」を定めるととも

に、全てのステークホルダーから信頼を得るように努めてまいります。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

当社において、中期経営計画にて SDGs への取り組みを記載しており、2022 年

4 月期を開始時期として計画の立案実行を行ってまいります。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

当社においては「重要情報等開示規程」を設け、ステークホルダーに対し情報の

開示を行ってまいります。情報は（１）適時開示情報（２）フェア・ディスクロ

ージャー・ルールの対象となる重要情報（３）法定開示情報に分類し、適正かつ

公平に情報の開示を行ってまいります。 

その他 ― 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

業務の適正を確保するための当社の内部統制システムに関する基本方針および整備状況は次のとおり

であります。 
(a) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・「取締役会規程」をはじめとする諸規程・諸規則を整備し、取締役及び使用人への周知・徹底を行 

う。 

・取締役及び使用人は「コンプライアンス管理規程」に従い、法令、定款及び社会規範を遵守した行 

動をとる。 

・「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、コンプライアンスに関する取組みについて統 

括するとともに、社内でのコンプライアンスの周知徹底を図る。 

・コンプライアンスに関するリスク管理を行うことを目的とした「内部通報窓口に関する規程」を制 

定しており、社内及び社外の通報窓口を設置することで、不正行為の未然防止及び早期発見に努めて 

いる。また、不正行為の通報者及びその協力者に不利益が生じる恐れのないよう通報者等の保護義務 

を定めている。 

・「内部監査規程」に基づき、代表取締役社長直轄の監査部による内部監査を実施し、取締役及び使 

用人の職務の執行が適切に行われているか検証する。 
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(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制 

・「文書管理規程」に基づき、取締役会議事録、契約書等の職務に係る重要書類を適切に保管・管理 

を行う。なお、取締役及び監査役はこれらの文書を常時閲覧することができる。 

・営業秘密及び個人情報の不正な取得、使用及び開示その他社外への流出を防止するために「営業秘 

密管理規程」及び「特定個人情報取扱規程」を定め、会社及び個人に関する情報の適切な管理を行う。 

・各法令及び証券取引所の定める諸規則等の要求に従い、会社情報を適時適切に開示する。 

 
 
(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・当社の危機回避及び危機が発生した場合の当社被害の最小化を目的とする「リスク管理規程」を制 

定し、リスクの事前把握及びリスクマネジメント・システムの構築に努める。 

・「コンプライアンス・リスク管理委員会」を原則として年４回開催し、広範なリスク管理について 

の協議を行い、必要に応じてリスクへの対策を検討・実施する。 

・緊急事態発生の際には、代表取締役社長が直ちに緊急対策本部を設置し、情報の収集・分析、対応 

策・再発防止策の検討・実行等を行い、事態の早期解決に努める。 

 

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・取締役会は、「取締役会規程」に基づき、毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催する。 

・「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」及び「稟議規程」に従って、迅速な意思決定及び 

効率的な職務執行を行う。 

 

(e) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、監査役の意見、関係者の意見を十分考慮し 

て、適切な使用人を配置するものとする。 

・当該使用人の人事評価・異動については、監査役の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人 

の取締役からの独立性を確保する。 

 

(f) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・取締役及び使用人は、法定事項のみならず、当社に重大な影響を及ぼす事項、その他法令に違反す 

る事実等が発生又は発生する恐れがあると認識した場合は、速やかに監査役に報告する。 

・取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行状況を報告する。 

・内部監査担当者は、監査役に内部監査の実施状況を随時報告する。 

 

(g) 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確 

保するための体制 

当社は、監査役へ報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行わ 

ないよう周知徹底する。また、「監査役監査規則」に基づき、報告をしたことを理由として不利な取 

り扱いを受けないことを確保する体制の整備を取締役又は取締役会に要請する。 

 

(h) 監査役の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他当該職務の執行について生ず 

る費用又は償還の処理に係る方針に関する事項 

当社は、「監査役監査規則」において、その職務の執行について生ずる費用について、会社から前払 

い又は償還を受けることができる旨を定めている。 

 

(i) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・取締役との定期的な意見交換の実施や監査役と内部監査担当者との連携が図れる環境の整備によ 
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り、取締役及び使用人との適切な意思疎通及び監査業務の実効性を確保する。 

・監査役は、必要に応じて公認会計士・弁護士等の専門家の意見を求めることができる。 

 

(j) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

・当社は、「反社会的勢力に対する基本方針」において、反社会的勢力とは一切の関係を持たないと 

ともに、不当な要求にも妥協せず毅然とした態度で対処することを、役員及び従業員等に周知する。 

・「反社会的勢力対応マニュアル」を制定し、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは一切関わり 

を持たず、不当な要求に対しては断固としてこれを拒否する。 

 

(k) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に 

向け、内部統制システムの運用を行うこととする。また、その仕組みが適正に機能することを継続的 

に評価し、必要な是正を行うこととする。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社では「反社会的勢力対応マニュアル」を制定し、反社会的勢力が当社の経営活動へ関与することを

防止する基本的な考え方を定めております。また「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、反社会的

勢力に対する当社の姿勢を明確にしております。 

具体的施策は以下の通りです。 

（１）対応統括部署は総務部としております。また「不当要求防止責任者」は総務部長とし、外部講習

を受講したうえで、所轄警察署に届け出ております。 

（２）外部の専門機関との連携として、（公財）暴力団追放兵庫県民センターの会員となっております。 

（３）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況については、総務部と購買部において、調査の分類

と担当分けを行い、新規は都度、継続先については 1 回/年調査を行っております。調査は「日

経テレコン」を用いた調査を行うとしております。 

（４）対応マニュアルの整備状況については当社マニュアルにおいて具体的にまとめております。 

（５）研修活動の実施については今後外部機関開催の講習への参加を行い実施して参ります。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

― 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

当社のコーポレート・ガバナンス体制および適時開示手続きに関するフローの模式図を参考資料として

添付しております。 
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【コーポレート・ガバナンス体制の模式図(参考資料)】 
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【適時開示体制の概要（模式図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

報告 

報告 

当社 

(1)適時開示情報（決定事実、発生事実、決算に関する情報） 

(2)フェア・ディスクロージャー・ルールの対象となる重要情報 

(3)法定開示情報 

情報発生部署責任者（本支店長・各部門長） 

 

情報取扱責任者 
（管理本部長） 

情報取扱責任者 開示担当部署 

開示   TDnet、EDINET 等 

当社ウェブサイトに自動掲載・確認 

監査役会 

監査法人 

顧問弁護士 

主幹事証券 

適時開示、ﾌｪｱ･ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ･ﾙｰﾙの対象開示、法定開示 

協議 

協議 

開示資料原案 

開示・作成担当部署 
（総務部・経理部・経営企画部） 

開示資料作成指示 

開示資料確認 

取締役会 代表取締役社長 開示資料原案 

承認 承認 

緊
急
時
等
や
む
を
得
な
い
場
合
は
承
認 


